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● 開   催   要   領 ●● 開   催   要   領 ●
日 時

会 場

受 講 料

天神クリスタルビル
福岡市中央区天神4－6－7

申込方法 申込書に記入の上、ＦＡＸまたは郵送でお申込ください。
お申込み受付け次第、請求書と受講票をお送りします。
受講料は、開催日前日迄にお振込みください。

一名様につき（資料・昼食・消費税含む）

平成30年3月15日（木）
午前10時～午後4時30分

●キャンセルの場合は、開催日の前営業日15時までにご連絡ください。
　（受講料ご返金の際の振込手数料はお客様負担となります）。
●代理の方のご出席もお受けいたします。
●当日欠席された場合は、返金は致しかねますのでご了承ください。

● 講   師   紹   介 ●

監査法人　東海会計社　代表社員
公認会計士・税理士

　子会社・関連会社では、親会社の連結決算に向けて、「税務会計」とは異なるレ
ベルでの決算対応が求められます。しかしながら、限られた人員や体制の中でこれ
に対応していくことは決して容易なことではありません。また、税務処理につい
ては外部の専門家にお任せしていることも多いですが、その内容の理解なくして
はグループ全体として最適なタックス・コントロールを行うことは困難です。
　本セミナーでは、子会社の経理、総務部門の責任者や担当者の方々を対象に、
親会社に向けた決算報告のために必要な基礎知識を一気に身に着けていただくこ
とを目的に企画しています。一般的な「税務会計」との違いのみならず、前提と
なる開示に関するルール、親会社が求める決算情報の内容とその使われ方など、
作業内容の意味を知ることで、より効率的で精度の高い業務を行うことができる
ようになります。
　また税務についても、法人税を中心に、申告書の主要な別表の仕組みに加えて、
親子会社間で発生することの多い、配当金の支払いや経営管理料などにおけるグ
ループ法人税制のポイントを解説します。

　1996年､太田昭和監査法人（現新日本有限責任
監査法人）入所､その後公認会計士小島興一事務所
（現税理士法人中央総研）を経て監査法人東海会
計社。2013年、PT.STARBusiness Partners（イン
ドネシア）設立､上場企業の会計監査や上場支援
のみならず中堅･中小企業の税務会計コンサル
ティングに携わっている。
主な著書に「融資提案に活かす法人税申告書の見
方･読み方｣｢コンサルティング機能強化のための
決算書の見方･読み方｣（以上､経済法令研究会･共
著）、「事例で分かる税務調査の対応Ｑ＆Ａ」（税務
経理協会･共著）､「給与･賞与･退職金の会社税務
Ｑ＆Ａ｣（中央経済社共書）などがある。
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 こ じま こう じ

主 な 研 修 内 容

１．おさえておきたい決算制度とスケジュール

• 上場子会社がおさえておきたい３つの会計
制度
• 決算の開示制度とスケジュール
• 子会社決算と J-SOX

２．企業会計と税務会計の違いの勘所

• 「企業会計」の適用によって変わる決算書
• 主な新会計基準のポイント
• 改正にも注意！税効果会計の仕組みと回収可
能性
• 収益認識会計基準（案）のポイント

３．親会社で行う連結決算のポイント

• 連結財務諸表の考え方と作成プロセス
• 子会社として押さえておきたい連結仕訳
• 連結パッケージと親会社の開示情報
• 関連当事者との取引と開示ルール

４．法人税の仕組み

• 税務申告までのスケジュール
• 親会社の規模によっても変わる税制
• 未払法人税等の計上と経理処理
• 会計上の「利益」と税務上の「所得」
• 子会社としておさえておきたい主要な申告書
（別表）

５．子会社のための30年度税制改正のポイント

• 主な税制改正事項（所得拡大促進税制など）

６．グループ法人税制と連結納税制度

• グループ法人税制のポイント
• グループ会社間で問題となりやすい取引と
経理処理
• 連結納税制度の活用 ―グループ法人税制と
どう違うか－
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